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平成２５年度第２回尾張西部圏域保健医療福祉推進会議会議録

日時 平成２６年２月１８日（火曜日）

午後２時から午後３時３０分まで

場所 一宮保健所 ４階 大会議室

発 言 者 発 言 内 容 

一宮保健所次長 

一宮保健所長 

定刻になりましたので、ただ今から、平成２５年度第

２回尾張西部圏域保健医療福祉推進会議を開催させて

いただきます。 

 私は、会議の進行を務めさせていただきます一宮保健

所次長の浅野と申します。よろしくお願いします。 

 開会にあたりまして、一宮保健所長犬塚からご挨拶申

し上げます。 

一宮保健所長の犬塚でございます。開会にあたりまし

て一言ご挨拶を申し上げます。

本日は、お忙しい中、また寒さ厳しい折、ご出席をい

ただきまして誠にありがとうございます。

日ごろは、それぞれのお立場で、尾張西部医療圏域の

健康福祉行政の推進に格別のご理解・ご協力を賜り、重

ねて御礼申し上げます。

この尾張西部圏域保健医療福祉推進会議は、愛知県地

域保健医療計画に定める二次医療圈における保健・医

療・福祉に関する施策を円滑かつ効果的に実施するため

のご意見を頂戴するとともに、関係者の皆様方との連携

を目的といたしまして年２回開催しているものでござ

いまして、昨年の８月２７日には第１回の会議を開催い

たしました。

さて、本日は２つの議題と３つの報告事項を用意いた

しております。議題１として「尾張西部医療圈保健医療

計画の見直しについて」提出させていただいております

が、この「医療計画」につきましては、第１回会議でご

了承いただきました「医療計画（素案）」が愛知県医療

審議会等で審議された後、一般県民向けのパブリックコ

メントに付された後、市町村への照会を経て、この圏域
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一宮保健所次長 

会議での審議のため一宮保健所へ戻されたものであり

ます。

本日のこの圏域会議における議論の結果を踏まえ、３

月の愛知県医療審議会に「医療計画（最終原案）」とし

て提出していくこととしておりますので、ご審議の程、

よろしくお願いいたします。

また、議題２の病床整備計画についてでございますが、事

前計画書の提出期間である１２月６日までに、１診療所から

計画書が提出されておりますので、これについてご審議を

お願い致します。  

なお、報告事項につきましては次第のとおりでござい

ます。

地域の皆様がより健康で、より安心して暮らせる社会

の実現のため、今後とも保健所業務にお力添えを賜りま

すよう切にお願いいたしまして、開会のあいさつとさせ

ていただきます。

次に資料の確認をさせていただきます。

事前に、会議次第・資料１～資料５・構成員名簿を配

布させていただきました。

また、本日は、配席図・出席者名簿・資料６及び開催

要領を配布いたしました。

もし、不足しているものがございましたら

お知らせくださるようお願いします。

次に、本日ご出席いただきました構成員の皆様をご紹

介するのが本来でございますが、時間の関係もございま

すので、お手元の出席者名簿及び配席図によりご紹介に

代えさせていただきたいと思いますので、よろしくお願

いいたします。

なお、本日は傍聴の方はおみえになりません。

会議の議長につきましては、前回と同様一宮市医師会長

の野口様にご就任いただきたいと存じますが、いかがで

しょうか。

 (異議なしの声あり) 

ありがとうございました。

それでは、一宮市医師会長の野口様に議長をお願いす
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議 長 

事務局 

ることといたします。

ただいま、事務局から議長として指名を受けた野口で

ございます。よろしくお願いします。

それでは、議題１ 愛知県地域保健医療計画の見直し

について 事務局から報告をお願いします。

一宮保健所の早川と申します。よろしくお願いいたし

ます。失礼ですが、着座して説明をさせていただきます。

それでは、議題の１ 尾張西部医療圈保健医療計画の見

直しについて、ご説明申し上げます。

人事異動等で、今回新たにこの医療圈保健医療福祉推

進会議にお越しいただく委員の方もいらっしゃいます

ので、少し医療計画の見直しの経緯についてご説明いた

します。

平成２４年３月に、国の「医療計画作成指針」の全面

改正などが行われ、新たに医療計画に盛り込むべき事項

が示されました。

この国の改正を受け、愛知県では、平成２３年３月に

公示した愛知県地域保健医療計画（県計画といいます

が。）を見直し、平成２５年３月に新たな県計画を公示

しました。

この新たな県計画の項目・書きぶりをベースといたし

まして、地域の実情を踏まえて、「愛知県医療圏保健医

療計画」（以下「医療圏計画」といいます。）の見直しを

行うこととしました。

平成２５年６月及び８月に、当圏域の医療計画策定部

会を開催し、事務局である保健所が作成した素案原稿に

対して様々なご意見をいただいたところでございます。

また、同じく昨年の８月２７日には第１回尾張西部医

療圈保健医療福祉推進会議を開催し、医療計画策定部会

での意見を踏まえ素案原稿をご承認いただき県へ提出

しました。

この医療計画は、県の医療審議会にかけた後、一般県

民向けのパブリックコメントに付されました。同時に県

内各市町村からも意見徴収を行い、一宮保健所管内の市
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からもご意見をいただきまして、この圏域会議での審議

のため一宮保健所へ戻されたものであります。

本日配布をしております資料１については、これらの

意見などを踏まえて作成をしたものでございます。

それでは、前回の圏域会議から現在に至るまでに修正

したもののうち主なものについてご説明します。資料１

及び A３横長の資料をご覧ください。
資料１ １２ページ〈がん医療連携体系図の説明〉中

２つ目の○を修正後のとおり修正しております。これ

は、１０月９日開催の県の医療計画策定部会における提

言を踏まえ、医療計画を所管する医療福祉計画課におい

て修正したものでございます。

資料１ 精神保健医療対策の項目でございます。26
ページ 真ん中の線の左側９番をご覧ください。字句の

削除をしております。従前は「自殺・うつ病」と記載し

ていたものの、「自殺」を削除し単に「うつ病」としま

した。これ以外にも従前「自殺・うつ病」と記載があっ

たものは、単に「うつ病」となっております。

同じく２６ページ 真ん中の線の右側 ６番目の○

に「地域において、認知症疾患医療センターを中心とし

て、認知症の鑑別診断と治療に取り組む体制を整備する

必要があります。」の一文を追加しております。これは、

認知症疾患医療センターは今のところ医療圏ごとに１

か所との方針であり、いまいせ心療センターが指定され

ている当圏域では新たなセンターの指定は行わない予

定であるとの県の方針を受けて記載内容を改めたもの

です。

同じく２６ページ [今後の方策]の最初の○に「Ｇ-Ｐ
ネットについて、一層の周知を図るとともに、参加する

医療機関を増やしていきます。」の一文を追加しており

ます。これは、１０月９日開催の県の医療計画策定部会

における提言を踏まえ、医療計画を所管する医療福祉計

画課において修正したものでございます。

次に３０ページをご覧ください。

〈精神科救急体系図の説明〉中、３つ目の○「県立城

山病院の改築に併せて後方支援病床を増床し、各ブロッ
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クにおいて当番病院及び後方支援基幹病院が確保して

いる病床を超えた患者の入院が必要な場合に受け入れ

ます。」というように改めております。これも、県の医

療計画策定部会の提言により、医療福祉計画課において

修正されたものであります。

次に３２ページをご覧ください。歯科保健医療対策で

ございます。真ん中の線の右側 ４番目の○ 「歯周病

は若い世代から取り組むことが有効であることから歯

周疾患検診の充実と併せて４０歳未満の若い世代から

の健診体制を強化していく必要があります。」との一文

を追加しております。これも、県の医療計画策定部会の

提言により、医療福祉計画課において修正されたもので

あります。

次に３４ページをご覧ください。救急医療対策でござ

います。「３ 第３次救急医療体制」を資料１のように

修正しております。これは、地域医療再生基金事業の内

容を記載するため、県医療福祉計画課において修正した

ものであります。

次に３５ページをご覧ください。表３－１中 稲沢市

の歯科の欄に「当番医制 年末年始 ９時～１７時」と

の内容を追加しました。これは、８月２７日開催の第 1

回圏域会議における発言の内容を踏まえ修正したもの

でございます。

次に３７ページをご覧ください。救急医療連携体系図

をこのように修正しております。

次に３８ページをご覧ください。災害医療対策の項目

でございます。向かって左側 現状の覧に「東日本大震

災における災害医療対策の課題を踏まえ、国において災

害拠点病院の指定要件の見直しなどが行われたため、新

たに定められた指定要件を満たすよう、地域医療再生基

金を活用して、災害拠点病院の機能強化を図ることとし

ています。」との一文を追加しております。

次に３９ページをご覧ください。今後の方策の 3つ目
の○ 「地元医師会と協力して、災害時における具体的

な行動計画を取りまとめるための実務者会議を開催し

ていきます。」との一文を追加しております。これは、
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議 長 

事務局 

一宮市民病院の災害医療コーディネーターである永田

先生が中心となって進めておられる災害医療対策コア

会議について本圏域の独自の取り組み内容として追加

記載したものであります。

次に５０ページをご覧ください。小児医療対策でござ

います。【小児救急医療連携体系図】をこのように修正

しております。これは、管内の市から出された意見を参

考にして修正したものであります。

次に５７ページをご覧ください。病診連携等推進対策

の項目でございます。図８の最下段にありました「尾張

西部医療圏病診連携センター」の記載を削除しました。

これも、管内の市から出された意見を参考にして修正し

たものであります。

その他、データを最新のものに修正したり、誤字等の

修正をしております。

医療計画につきましては、本日の圏域会議での議論を

踏まえて修正等したものを最終案として県へ提出する

こととしております。

それを県の医療審議会等に諮り、修正を加えた後、平

成２６年３月に公示する予定としております。

以上で説明を終了させていただきます。

ただ今の説明について、ご意見、ご質問等がありまし

たら、お願いします。 

特に御意見、御質問がなければ、議題１の「愛知県地

域保健医療計画の見直しについて」は承認としてよろしいで

しょうか。 

それでは、承認とします。

次に議題２ 病床整備計画について 事務局から説明

をお願いします。

それでは、議題２の整備計画について説明させていた

だきます。

 病床整備につきましては、医療法第３０条の４に基づ

き、都道府県において医療提供体制の確保を図るための

計画の策定が義務付けられております。お手元の資料２
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の裏面の平成２５年９月３０日現在の既存病床数等の

一覧をご覧ください。表中の基準病床数及び既存病床数

の一般病床及び療養病床の病床種別は、医療計画の単位

となる医療圏を県内１２区域と定められています。

 次に、基準病床数につきましては、その地域にどの程

度の病床数を整備すべきか、という整備目標として省令

で定められた算定式に基づき医療圏ごとに算定されて

います。

 平成２５年９月３０日現在の尾張西部医療圏の一般

病床及び療養病床の基準病床数は３５８６病床となっ

ています。また、平成２５年９月３０日現在の既存病床

数は３５０９病床となっています。

 病院・診療所の病床整備につきましては、この基準病

床数及び既存病床数に基づき整備することになってお

りますが、現在、尾張西部医療圏におきましては７７病

床の整備が可能な医療圏ということになっております。

 表面をご覧ください。平成２５年度の病床整備計画に

基づき、第２回の病床整備計画書の受付を１１月１８日

から１２月６日までおこないましたところ、びさい眼科

から病床整備計画書の提出がありました。

それでは、びさい眼科の病床整備計画書の概要につい

て説明します。

びさい眼科は、現在、病床を持っておりません。今回、

一般病床５床の増床計画が提出されました。当圏域の整

備可能な病床数は７７床でございます。

 増床理由につきましては、資料２表面 計画内容欄に

記載のとおり、手術後の患者管理を担うための病床であ

るということです。

また、提出されました病床整備計画書を愛知県病院開

設等許可事務取扱要領により審査いたしましたが、病院

の審査基準にあります

１ 直近の医療監視において指摘された不具合が改善

されていること

２ 工事を必要とする場合、許可１年以内に着工の見込

みがあること、資金計画においても無理な計画でない

こと
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議 長 

事務局 

 ２つの項目について審査し、医療法による構造設備の

適否、経営状況等関連事項も含め適合していると判断い

たしました。

 なお、本日の病床整備計画につきましては、３月に開

催予定の愛知県医療審議会医療計画部会において審議

され、病床整備計画者に通知されることになっておりま

す。

 以上、病床整備計画についての説明を終わらせていた

だきます。ご審議のほどお願いします。

ただ今の説明について、御意見、御質問がありました

ら、お願いします。

御意見、御質問がなければ、議題２の「病床整備計画

について」は承認としてよろしいでしょうか。

それでは、承認とします。

議題は２つですので、これで終わります。

 引き続き、報告事項に入ります。本日の報告事項は１

～３まで３つあります。

報告事項１から３まで報告した後、質問等の時間をと

らせていたただきます。よろしくお願いします。 

報告事項の１ 地域包括ケアシステム構築に向けた

提言について 事務局から報告をお願いします。 

医療福祉計画課の入木と申します。 

 私からは、地域包括ケアシステム構築に向けた提言に

ついてご報告いたします。座って説明をさせていただき

ます。

 まず、資料３をご覧ください。この地域包括ケアシス

テム構築に向けた提言は、平成２４年５月に県に設置し

ました「あいちの地域包括ケアを考える懇談会」におい

て、本県の地域包括ケアのあり方について約１年半にわ

たりご検討いただき、とりまとめられ、平成２６年１月

３１に座長であります愛知県医師会柵木会長様より、大

村知事へ提出されたものであります。

 ２ページの提言のポイントをご覧ください。

 この提言のポイントとして１から５までが示されて
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おります。

１つ目は、高齢者に必要なニーズを公的な支援や保険

制度のみで賄うことは、困難であり、自助、互助を含め

地域全体で支え合う形のシステムが必要であり、地域包

括ケアシステムはまさにまちづくり、地域づくりの観点

が必要であること。

２つ目は、本県の７５歳以上の人口は全国を上回るペ

ースで増加すると予想されており、地域包括ケアシステ

ムの構築に一刻も早く着手刷る必要があること。

３つ目は、本県は、都市部から山間部まで地域差が大

きい特徴があり、社会資源や高齢化等それぞれの地域の

状況に合った形でつくりあげることが重要であること。

４つ目は、地域包括ケアシステムは住民のために構築

するものであり、住民の参加を得て構築するとともに、

そのためにも普及啓発を行うことが必要であること。

５つ目は、地包括ケアシステムの構築は、市町村が主

体となるが、県がモデル事業を実施するなどして、しっ

かりと支援していく必要があること。

以上の５点がポイントとして示されております。

また、次の３ページでは、「懇談会から特に求めるこ

と」として、知事への要望が３点挙げられております。

 １つ目は、提言の実現に向けて、システム構築の主体

となる市町村や医師会を始めとする関係者に広く周知

を図ること。

２つ目は、地域包括ケアにかかわる専門職などの関係

者がそれぞれの主体としての役割を果たし、お互いに連

携した取組が進められるように努めること。

３つ目は、地域包括ケアシステム構築に係る市町村の

取組を促進するため、その先導的なモデル事業を実施す

ること。

 以上の３点が要望されたところであります。

それでは、この提言の内容について説明させていただ

きます。

まずは、提言の全体の構成をご覧いただきたいと思い

ます。恐れ入りますが、地域包括ケアシステム構築に向

けた提言の冊子（資料３）の表紙をおめくりいただき、
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目次をご覧ください。

この提言は、はじめにから、第１章 地域包括ケアシ

ステムとは、第２章 本県の目指すべき姿、第３章 地

域包括ケアシステムの構築の進め方、 第４章 市町村

における地域包括ケアシステム構築のモデル 、第５章

費用負担についての考え方、第６章 普及啓発、そして、

最期に「まとめ」という章立てとなっております。

次に内容の説明ですが、資料３の概要版の方で説明さ

せていただきますので、お手数ですが、概要版をご覧い

ただきたいと思います。

はじめにの（提言の目的）であります。地域包括ケア

システムを構築するには、市町村を始め関係者が認識を

共有し、一体となって取り組んでいく必要があり、その

取組が着実に推進されるよう、地域包括ケアシステムの

あるべき姿、構築の進め方等について、明らかにするも

のであります。

次の（地域包括ケアシステム構築にあたっての基本的

な考え方）ポイントとして３つあげられております。

 １つめは、各地域の実情に合った形で構築する

本県の各地域の状況は、都市部から山間地まで千差万

別であり、社会資源や産業なども大きく異なっている。

地域包括ケアシステムは、地域の実情に応じて構築すべ

きものであり、各地域では、十分に話し合い、自分たち

の地域の実情に合った形をつくり上げていくことが重

要である。

２つめは、自助、互助を含め、地域全体で支え合う

今後の急速な高齢化の進行を考えると、高齢者に必要

なニーズをすべて公的な支援や保険制度で賄うことは

困難であり、自助、互助を含め地域全体で支え合ってい

くことが必要である。

３つめは、 住民に情報提供し、システム等について

啓発する

地域包括ケアシステムについて住民が十分理解した

上で、自らが医療や介護等が必要になったときの生活の

あり方や、最期の迎え方等について考えておくことが望

まれる。そのために、システムを構築する段階から住民
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に情報提供し、住民の参加を得て構築していくことが求

められる。

 これらの考え方により、提言全体の構成がまとめられ

ております。

それでは、「第１章地域活ケアシステムとは」の「１

地域包括ケアシステムの意義」としましては、

今後、高齢者人口の増加に伴い、病院への救急搬送が

相次ぐことが懸念されております。高齢で医療や介護等

が必要な状態になっても、適切なサービスを利用するこ

とによって、尊厳を保持しながら、自立した日常生活の

継続が図られるよう、医療・介護・予防・生活支援・住

まいが地域において切れ目なく提供される「地域包括ケ

アシステム」が必要となるものであります。

「２ 地域包括ケアシステム構築の緊急性」でございま

す。

団塊の世代が７５歳以上となる平成３７年に向けて、

医療や介護等を必要とする高齢者が大幅に増加し、ひと

り暮らし高齢者等の急増による家庭における介護力低

下や、認知症高齢者の大幅な増加も予測され、できる限

り早期に地域包括ケアシステムの構築に着手する必要

があります。

「３ 高齢化等における本県の特徴」でございます。

本県は、市町村によって高齢化率や要介護認定率など

の地域差が非常に大きいという特徴があり、各地域では

自らその状況をよく考え、地域包括ケアシステムを構築

する必要があります。

○ 次に、第２章 本県の目指すべき姿

１ 現状の問題点と目指すべき姿であります。

最初の現状の問題点です。在宅の高齢者に対し、医療

と介護が異なる制度でバラバラに提供される傾向があ

り、地域では在宅医療が普及していないため、入院する

と、退院できずに転院や施設入所する等の問題が発生し

ております。

そこで、次の○の目指すべき姿の図でございます。

市町村・地区医師会・診療所・病院・地域包括支援セ

ンターなどが医療と介護の多職種間で連携する取組等
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により、在宅医療・介護を充実強化する。また、日ごろ

から介護予防（健康づくり）の取組や元気な高齢者の方

には、ボランティアやいきがい活動に参加していただく

など、地域の関係機関が顔の見える関係となり、連携し

て対応する。こうした取組を進めることで、図の中の囲

みにあります効果①として、病状が変化しても訪問診療

等で対応し、在宅療養を継続し、②にありますように、

病状増悪のときは、かかりつけ医の判断等で入院、また、

③にありますように、入院してもリハビリ等により早期

に退院、在宅へ復帰をするというところがねらいとなっ

ております。

１枚おめくりいただき、２枚目をご覧ください。

２ 地域包括ケアシステムの構築の課題と方策でご

ざいます。

（１）システムのマネジメントでは、市町村、地域包括

支援センター、地区医師会が協力して行うこととし、そ

の中で市町村がシステム構築の中心的な役割を担う必

要があるとしております。

（２）ICT（情報通信技術）の活用では、関係者の連携
を図り、対象者に適切なサービスを提供するためには、

関係者間の情報共有が必要であり、その手段として ICT
の利活用が期待されております。

ICTの活用は、その前提に関係機関が顔のみえる関係
ができていることがあることが重要であります。

（３）必要な人材の確保では、市町村及び地域包括支援

センターにおいて、必要な専門知識を有する職員を育成

するため、研修や適切な人事ローテーションに配慮する

必要性や介護・看護の人材確保策の実施があげられてお

ります。

（４）生活支援では、生活支援サービスの担い手を支援

する体制の充実強化や地域での見守り活動の推進の必

要性があげられております。

（５）住まい・住まい方では、低所所得の要介護向けの

住まいの確保の必要性があげられております。

（６）分野ごとの課題と方策では、

② 医療と介護の連携では、「関係職種の間で互いの顔
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が見える関係をつくることが重要」課題に対し、その

方策として「地区医師会、市町村等が多職種を対象に

研修会（事例検討会等）を開催する。」というように、

主な課題とその方策が示されております。

少し飛びまして

第３章 システム構築の進め方であります。

１ 構築と手順として、システムを構築にするには、以

下の順に進めていくことが適当であるとされており、

① 地域の社会資源及び住民ニーズの把握

② 社会資源を構成する関係機関のネットワーク化

③ 地域ケア会議等の開催及び総合的な相談の実施

④ 地域での課題の抽出・解決

⑤ 基盤等の整備

以上は、ＰＤＣＡサイクルにしたがって進めていく。

（※plan（立案・計画），do（実施），check（検証・評

価），action（改善））

というように示されております。

２ 対象区域では、

中学校区や日常生活圏域を基本としつつ、システム構

築に速やかに着手するため、地域包括支援センターの所

管区域など柔軟に区域を捉えればよいとしております。

３ 関係者の役割では、

システム構築に向けて、地域の多様な関係者の期待さ

れる役割が記載されております。

本人：自ら健康づくりに励み、見守りなどの互助の

支え手となる。

介護者：自らの心身の健康に気を付け、介護者同士

が相互に支えあう。

地域住民：NPO、社会福祉協議会など、すべての住

民が相互に支えあう。

など、それぞれの主な役割が示されております。

次に４ 対象者の状態別対応では、

対象者の状態ごとに必要とされる主な対応が示され

ております。

次に第４章 市町村における地域包括ケアシステム

構築のモデルであります。
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ここでは、市町村の取組の参考となるよう、在宅医療

提供体制の整備と医療・介護の連携において中心的な役

割を果たす機関に着目し、以下の①から③に掲げる３つ

のモデルを、また、今後大幅に増加することが見込まれ

る認知症への対応として④のモデルが提示されており

ます。

① 地区医師会モデル（都市部等を想定）

② 訪問看護ステーションモデル（山間部等を想定）

③ 医療・介護等一体提供モデル（法人グループ等を想

定）

④ 認知症対応モデル

次に第５章費用負担についての考え方であります。

 地域包括ケアシステムは既存のサービスを有機的に

結びつけ、効果的に高齢者を支援するものであり、今の

状態のままでいる方が社会保障費は増大すると思われ

ます。

自助・互助が果たす役割について支援するとともに、

介護予防や健康づくりに力を入れ、要介護認定率の低下

等を目指すべきであります。

なお、市町村は、介護保険の保険者として、介護保険

事業の将来的な持続性という観点から適切な評価を行

うことが必要であるとしております。

次に第６章普及啓発であります。

 自宅で暮らし続ける選択肢があることや、自助・互助

の役割の重要性などについて、本人・家族、地域住民、

事業者の理解を得るため、普及啓発を行う必要の重要性

が示されております。

 主な普及啓発の内容としまして、

本人・家族に向けては、かかりつけ医を持ち定期的に

健診を受診することや、医療や介護が必要になった場合

でも適切なサービスを利用して自宅で暮らすことがで

きること。

また、地域住民へは、日頃から地域社会との関わりを

保ち、近隣同士で互いに助け合うこと

さらに、医療・介護サービス従事者へは、本人が望む

療養生活を実現するための情報提供の重要性や、多職種
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が互いの専門性や立場を尊重し、連携してサービスを提

供すること

といったことが示されております。

最期にまとめとしまして、システムが県内各地域で速

やかに構築されるように、市町村・県・国・県民が取り

組むべきことが示されております。

市町村へは、

・システム構築において中心的な役割を担うべき立場に

あることを認識し、地域の関係者と一体となって、でき

る限り速やかにシステム構築に取り組むこと。

・地域支援事業の充実に対して積極的に対応すること。

・基礎自治体として自助の活用、互助の組織化に努める

こと。

また県へは、

・提示したモデルについて、モデル地区を設定してシ

ステム構築のための事業（医療と介護の連携から、予

防、生活支援、住まいの確保まで段階的に実施する 3
年間のモデル事業等）を実施し、他の地域にその状況

を示して取組を促進させること。

・システムの中で高齢者を支えていく人材を育成するこ

と。

などが示されております。

この提言に基づきまして、県と市町村が一緒になって

地域包括ケアシステム構築に向けた取組をおこなうた

めのモデル事業を来年度から３年間実施していくこと

としております。

また、提言の中でシステム構築の緊急性が示されてお

りますように、団塊の世代が７５歳を迎える平成３７年

はあと１０年ほどで待ったなしでやってまいります。

各市町村にはモデル事業の実施の有無に関わらず、こ

の提言を参考にしていただき、できる限り早期にシステ

ム構築に着手するように、県内市町村へ働きかけをして

いきたいと考えております。

冒頭で説明しました、懇談会からの要望にもしっかり

応えていけるように努めてまいりたいと考えておりま

すが、そのためには、ここにお集まりの皆様のご協力が
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議 長 

事務局 

必要となります。皆様のお力をお借りし、全県の取組に

していきたいと考えておりますので、よろしくお願いい

たします。

以上で「地域包括ケアシステム構築に向けた提言」の

説明を終わります。

ありがとうございました。

それでは報告事項の２ 医療型障害児入所施設の整

備について、事務局から報告をお願いします。 

障害福祉課の保木井です。私も座って説明をさせてい

ただきます。

初めに、医療型障害児入所施設ですが、元々は重症心

身障害児施設または肢体不自由児施設というように呼

んでおりました。平成２４年４月の児童福祉法の改正に

より、重症心身障害児施設または肢体不自由児施設から

医療型障害児入所施設というように名称が変わってお

ります。 

本日ご報告させていただく内容ですが、昨年の１１月

に愛知県知事から報道発表した内容になりますが、来年

度社会医療法人杏嶺会が新たに作る社会福祉法人によ

り、一宮市内に新たに医療型障害児入所施設の整備を行

っていただこうということでございます。 

資料４の右側の３のところに医療型障害児入所施設

整備の内容ということで概要を記載させていただいて

おります。 

整備の場所としては尾西記念病院の敷地内というこ

とでありまして、設置者として杏嶺会が母体となって新

たに設立する社会福祉法人に行っていただくというこ

とです。病床数としては１２０床、開所予定は平成２７

年度、整備期間は平成２６年度から２７年度を予定して

おります。 

医療型障害児入所施設の整備を県として進めていく

こととなった経緯ですが、元々医療型入所施設の整備を

進めていくという理由は２つありまして、１つ目はいわ

ゆる重心施設が他県に比べて非常に少ないという状況
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があること、２つ目が春日井にあります障害者コロニー

の再編整備計画に基づく病床の整理をする、というもの

であります。 

１つ目の重心施設の整備状況ということで（１）の類

似府県との比較ということで書かせていただいており

ます。残念ながら愛知県は最下位という状況にありまし

て、人口１万人あたりで見ますと０．５１人ということ

で全国平均１．５８人の３分の１という現状でございま

す。 

次に（２）の設置・運営主体の状況ですが、愛知県の

場合ですとコロニーのこばと学園が県立・県営で重心施

設としては１８０床です。それから公立・民営いわゆる

指定管理者制度という制度を用いまして県が設置をし、

済生会が運営を行っている青い鳥医療福祉センターが

名古屋市西区の方で１２０床、それから国立病院機構が

東名古屋病院と豊橋医療センターに、それぞれ名古屋が

５０床で豊橋が４０床です。全部で４施設３９０床の重

心施設があるということです。 

全国の状況を見ますと民立民営が概ね半分位ですが、

愛知県では国・県が中心となって整備を進めてきたとい

うことが背景としてあります。今回、政策の転換という

ことになるのですが、少なくとも人口あたりの重心施設

の病床数が最下位であることから、早急に整備を進め

て、より身近な地域で重症心身障害児（者）の方、障害

児（者）の方のケアができる体制づくりを整備していく

ことが必要であるということです。 

それから整備を進めるにあたって他県の状況を見ま

すと民立民営が半分位、ということで、そのことを踏ま

えまして今後は民立民営で整備を進めていくべきでは

ないか、ということでございます。 

２の愛知県心身障害者コロニー再編整備が２つ目の

要因としてあるということでお話しをさせていただく

のですが、コロニー再編整備の概要ということで現行が

左側、改築後が右側にあります。現行は中央病院が１７

５床、重症心身障害児こばと学園が１８０床ということ

で運営をしております。これを、今は整備のための設計
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をしておりまして、来年度の予算に計上しておりまし

て、整備・工事着手するということで、改築後の姿とし

ましては中央病院の病院部門が１４７床、重症心身障害

の部門が１２０床。重症心身障害の部門で機能の見直し

ということで、従来色々な方が入所されていたのです

が、やはり県立県営というところでは常時濃厚な医療を

必要とする方に特化する、ということで１２０床を想定

しております。従いまして現行の１８０床から１２０床

にダウンサイジングするということであります。 

資料右側にありますように、愛知県地域医療再生計画

におけるコロニーの位置づけということで書いてあり

ますが、基本的な流れとしては発達障害者に対する総合

的拠点機能、障害児（者）医療の拠点の役割を担うとい

うことと、小児医療及び周産期医療の後方支援のため、

NICU 長期入院患者で在宅での療養を希望する患者を受

け入れ、在宅生活への円滑な移行支援を行うともに、在

宅移行した患者に対するレスパイト入院を保障してい

くことがコロニーの位置づけということで、こういった

形で医療支援の見直しを図っていこうということであ

ります。コロニーの再編の中で現在こばと学園に入所し

ている方についてもなるべく地域に移行していくとい

う取組を進めていこう、ということで平成１７、１８年

から取り組んできたのですけれども、実態としまして移

行計画は１１０人を目指したのですが、実績としては１

６人ということで、地域移行が進まなかった原因としま

しては入所者が重篤化していたり、地域で医療と福祉の

連携がとれない、といいますか、重症心身障害というこ

とで医療が必要となってくるのですが、そういった方の

ケアができない、そういった実態があって地域移行が進

まないということです。 

従って、コロニーの再編計画に伴って機能特化をして

いくところで地域での受け皿が必要であること、また、

他県と比べて重症心身障害児（者）施設が少ないという

こと、ということから昨年の４月にこういった施設を運

営していただける方はいないでしょうか、とお声掛けを

しました。他県で重心施設を運営する８０法人はじめ県
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議 長 

事務局 

内外の２１1 法人に声掛けをしまして、その中で前向き

な意向を示した１３法人について、ヒアリングをして事

業計画を提出してもらい、最終的には杏嶺会にお願いを

することになりました。最終的に県内の重心施設の状況

はどのようになるのかというのが1枚おめくりいただい

た地図です。県内の分布にしますと黒く塗りつぶした■

が現在ある施設、それから白抜きの□が現在整備を進め

ているところ、一番左側の黒い二重丸が今回の杏嶺会の

施設ということです。さらに、この２月３日に発表させ

ていただいたのですけど、豊川のほうに社会福祉法人明

世会というところで、ここは豊川市医師会長さんのとこ

ろですけれども、ここが県の更生相談所の跡地で県有地

の利活用ということで手を挙げていただきまして６４

床の重心施設を造っていこうということになりました。

こうやっていきますと西の杏嶺会から東の明世会まで

なるべく身近な地域で重症心身障害児（者）の方の支援

ができる体制が何とか整ったのではないか、と考えてい

るところです。 

こういった整備を進めていきますと、現在の３９０床

から豊川を加えまして６９４床ということになりまし

て、人口 1万人対でいきますと０．９３という数字にな

ってきて何とか大阪を抜いて全国４２番目位になって

いけるという状況です。 

本来ですとベッドを増やすということで増床計画と

いうことになる訳ですが、重心施設につきましては増床

ベッドにはカウントしない、ということで取扱がなされ

ておりますので、圏域のベッド数には影響を及ぼさな

い、ということで今回ご報告させていただきました。 

以上、簡単ではございますが報告を終わらせていただ

きます。 

それでは、報告事項の３ 新型インフルエンザ対策に

ついて、事務局から報告をお願いします。 

第1回の会議で新型インフルエンザ等対策政府行動計

画の概要及び県計画の策定スケジュールについて、説明
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させていただきましたが、本日は、政府行動計画を踏ま

え策定しました県行動計画について、説明させていただ

きます。 

まず、策定の背景、根拠でございます。 

鳥インフルエンザ（H7N9）は、平成２５年３月に中国

で初めて患者が確認され、１４３名（うち死亡者４７名、

１２月９日現在）の患者が報告されています。このよう

な状況の中、このウイルスが新型インフルエンザに変異

することが危惧されることから、今年４月１３日に新型

インフルエンザ等対策特別措置法、いわゆる特措法が施

行されました。 

この特措法に基づき、愛知県新型インフルエンザ等対

策行動計画を策定しております。 

次に３の策定の方針についてでございます。 

一つに、既存の県の行動計画を基に、特措法で新たに

盛り込まれた各種の措置の運用等を追加することとし、

二つに、感染症に関する対策の考え方は、全国一律であ

ることが望ましいことから、政府行動計画に定める対策

との整合を図ることといった、２つの方針により策定し

ております。

次に、４の策定の経緯でございます。 

この計画の作成にあたり、１０月には、パブリック・

コメント制度による意見募集に並行して、県内各市町村

長様あて意見照会させていただき、また、医学、公衆衛

生の専門家の意見を聴くための専門家会議を２回開催

して最終案を取りまとめております。１１月１８日に行

動計画を決定、公表し、翌１９日付けで愛知県議会への

報告、各市町村への通知及び内閣総理大臣への報告を行

っております。 

次に、５の行動計画のポイントについてでございま

す。

ポイントとして７点、挙げてございます。

１つ目には、いわゆる特措法に基づく初の計画である

こと。

２つ目は、計画の対象とする感染症として、下に注釈

を付けてございますとおり、既知の感染性の疾病とその
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病状等が明らかに異なり、病状の程度が重篤なもので、

全国的かつ急速なまん延のおそれのあるものに限り、新

感染症が加わったこと。

３つ目は、県が県の区域における発生段階を定め、そ

の段階の移行について判断できるようにしたこと。

４つ目は、特措法で新たな概念として規定された指定

地方公共機関、これは医療、電気の供給、輸送等の公益

的事業者が、知事の指定を受け、行政とともに新型イン

フルエンザ等対策を実施する責務を有するというもの

ですが、この指定地方公共機関の役割などを、規定した

こと。 

５つ目は、特措法に基づき、政府対策本部長である内

閣総理大臣が、新型インフルエンザ等緊急事態措置を実

施すべき区域として本県を指定し、新型インフルエンザ

等緊急事態宣言を発した場合に、知事が、不要不急の外

出自粛や学校等の施設の使用制限等の要請等をするこ

とができるように規定したこと。

６つ目のポイントですが、地域の医療施設が不足した

場合に臨時の医療施設を開設し、医療の提供を行うこと

や感染拡大防止策の実施等について、地域の実情に応じ

柔軟に対応できるように規定したこと。 

最後、７つ目は、緊急物資の運送、医薬品、食品等の

特定物資の売渡しの要請等、県民生活・経済の安定確保

のための対策を規定したこと。

 以上の７つが、行動計画のポイントでございます。

資料を１枚、おめくりください。

愛知県新型インフルエンザ等対策行動計画の概要と

いたしまして、発生段階と各段階に対応する主な対策を

並べてございます。

左半分の発生段階の中ほどでございますが、国内で新

型インフルエンザ等患者の発生が確認されたところか

ら、県レベルでの発生段階を設定し、対策を実施するこ

とになります。

国内発生早期若しくは国内感染期においては、発生し

た新型インフルエンザに罹患した場合の病状等により、

内閣総理大臣が緊急事態宣言をする場合があります。
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議 長 

委 員 

(総合大雄会病院長)

資料の右半分にあります主な対策の中ほど、県内未発

生期のマスをご覧ください。＜緊急事態宣言がされた場

合＞には、その下にあります市町村対策本部を設置する

ことになります。同様に、県内発生早期では、ポイント

として説明申し上げました、不要不急の外出の自粛や学

校等の施設の使用制限などを、必要に応じて実施すると

いうものでございます。

また、これらの対策の頭の部分に星印が付けてござい

ますが、星印が付けてあるものが新たに追加されたもの

でございます。

資料の説明は以上になりますが、新型インフルエンザ

等対策における医療提供体制については、医療圏の状況

に応じて「帰国者・接触者外来」の設置や重症者の入院

に対応していただく医療機関を整備していくこと、市町

村が実施するワクチンの集団接種体制を確保すること

等が求められています。保健所が中心となり（中核市と

も連携を密にしながら）、関係団体、関係機関等と必要

な確認や調整を行ってまいります。

県といたしましては、積極的に情報を収集し、関係者

の皆様への情報提供や、必要な調整等を行ってまいりま

すので、御協力のほど、よろしくお願いいたします。

以上で説明を終わります。

ただいま報告事項の１から３についてご報告いただ

きましたが、ご質問等ありましたら、お願いします。

最後にご報告いただいた新型インフルエンザ行動計

画ですが、かつて新型インフルエンザの発生が危惧され

ていた時に、様々な情報が錯綜したということがござい

まして、今回のインフルエンザ行動計画に基づいて、各

地域における医療機関が、どのフェーズであるとか、ど

ういう具体的な行動をとるか、といったところまで落と

し込んでご説明いただく必要があるのではないか、と思

うのですが、この点は何か議論されているのでしょう

か。
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事務局 

議 長 

委 員 

(かしの木の里施設

長) 

本日の説明はポイントということで中に踏み込んだ

説明をさせていただいていないのですが、行動計画の中

で主な６項目ということで、その中に医療という項目が

ありますので、各発生段階において医療に関わる部分が

どのような対応をする、ということが落とし込んでござ

いますので一度そちらの方でご確認いただければ、と思

っておりますのでよろしくお願いします。

その他、ございますでしょうか。

障害者施設のかしの木の里の石田です。先ほどの医療

型障害児入所施設のご報告をいただきました。この尾張

西部圏域で重症心身障害児の施設が整備されるという

ことは大変ありがたく思います。

重症心身障害の方はコロニーへ行ったり、生活支援の

多くはお母さんの手に委ねられておりまして、制度とし

ては遅れていたところに、このように１２０床というこ

とで整備していただけることに、本当にうれしく思いま

す。尾張西部の重心のご本人やお母さん方も選択肢が増

えて先が見えるのではないか、と思っております。

つきましては、県として６９４床まで建てられる計画

をしておられますので、これを機会に県内の重症心身障

害児・者の方の医療、福祉ニーズをしっかりと受け止め

ていただくことが、制度の質につながっていくことだと

思いますので、そのあたりの計画がありましたら、教え

ていただきたいと思います。

それから、重症心身障害児・者施設は重い、または軽

い医療を必要とする方の施設だと思うのですけど、社会

福祉法人の運営ですので、生活の質、クオリティをどの

ように取り入れてやっていくということを、お母さん方

の印象では「天井を見て暮らすの。」というような話も

ありますので、「そうではないよ。これからは、いい暮

らしになるように造っていくべきですよね。」という話

をさせていただいておりますので、そのあたりの対応・

対策がありましたら教えていただきたいと思います。
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事務局 

委 員 

(かしの木の里施設

長) 

議 長 

委 員 

(一宮市長) 

最初のニーズ調査というお話ですが、平成１７年位に

コロニーの方で実態調査という形で取らせていただい

て、在宅で生活をされている方の大体２０パーセント位

が介護されている親御さんの高齢化の問題だとか重度

化といったことで向こう１０年位の間に施設入所をし

なければならない、とういか入所施設への入所を希望し

ておられるということがありました。また、今後のニー

ズ調査についても当然やっていかなければいけないこ

とだと認識はしております。どういった形でやっていけ

るのかを調整・検討しているところです。

それから２つ目の生活のクオリティをどうするか、と

いうことですが、どういった方に入所していただくか、

ということも含めた調整というのが今後の課題かな、と

いう風に思っております。

事業を実施していただきます杏嶺会や一宮市と調整

をしながら今後進めていきたいと思っております。

以上です。

ありがとうございました。

その他いかがでしょうか。

地域包括ケアシステムの構築について質問をしたい

のですが、資料３の２ページに提言のポイントというよ

うに書いてあるのですけれども、先ほど説明がありまし

たけれども、この５番に「地域包括ケアシステムの構築

は市町村が主体となる。」と書いてございます。

住民に一番近いのは市町村だから当たり前なのです

が、さらにその上の３番には「本県は、都市部から山間

部まで地域差が大きい。」とも書いてございます。また、

市町村間において財政規模も非常に差がございます。そ

ういった大変格差がある市町村が主体となってこうい

ったシステムを造った場合に、全ての住民に等しくサー

ビスが提供されるかどうか、甚だ疑問だと思います。今、
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事務局 

様々なサービスが行われておりますが、そのほとんどが

市町村単位に任される訳です。市町村が主体になると不

平等が生ずる可能性が非常に大きいと思います。

そこで、これは県が主体となるように、根本を改めて

いただきたい、と思います。このシステム自体は大変結

構なことだと思いますが、どういう場で検討されたのか

なと思って「地域包括ケアシステム構築に向けた提言」

の一番最後のページでやっと辿り着いたのですが、研究

会の委員名簿が載っております。これを見ますと県医師

会の先生方であるとか地域福祉サポートちた代表理事

の方のお名前が書いてありますけれども、大体が医療福

祉の関係の方ばかりです。

最初にあるべき市町村は全然入っていない。当事者中

の当事者を外して議論が進められて、結論だけ市町村が

主体となる、と言っている訳で、これは結論としては早

急かなと、もっと深めた議論があった方がよかったので

はないか、というように思いました。

いずれまた、市長会の方へも来るでしょうからそちら

の方で意見も言っていこうとは思いますが、市町村が主

体となることについては現場としては異議はありませ

んが、ここでは県が支援する、と書いてありますがしっ

かり県が中心となってやっていく、というように少し書

きぶりを考えていただければ大変ありがたいというよ

うに思います。

貴重なご意見ありがとうございました。市町村の意見

を、ということですが、懇談会の委員の中には津島市長

や幸田町長にご参加いただき市町村の意見を聞きなが

らこの地域包括ケアシステムの検討はされてきており

ますが、ただ、これからモデル事業を実施していくにあ

たりましては当然市町村の皆様の意見をいただきなが

らこの地域にあったモデルというものを造っていきた

いと考えておりますので、国や県と一緒になって造って

いけたらいいと考えておりますので、今後ともご指導を

お願いします。
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平成２５年度第２回尾張西部圏域保健医療福祉推進会議の会議録を本書のとおり確認

します。

平成２６年  月  日

議長 

議 長 

一宮保健所次長 

議 長 

一宮保健所次長 

一宮保健所長 

一宮保健所次長 

その他ございますでしょうか。よろしいですか。

他に、ご質問がなければ、これで予定の議事は終了し

ました。事務局、その他として何かありますか

本日、資料６として「あいち福祉ビジョン年次レポー

ト（平成２５年度版）」を配布してございます。

その他ご意見等もないようですので、これをもちまし

て、議事を終了させていただきます。

皆様の御協力により、議事が円滑に進みましたことを

御礼申し上げます。ありがとうございました。

それでは、事務局へ進行を戻します。

ありがとうございました。

閉会にあたり一宮保健所長からご挨拶申し上げます。

皆様には、長時間にわたり、ご審議をいただきまして

誠にありがとうございました。

本日いただきました貴重なご意見やご提言は、地域保

健・医療・福祉行政の一層の充実に向けて活かしてまい

ります。

 今後とも、ご支援・ご協力を賜りますようお願い申し

上げます。

これをもちまして、平成２５年度第２回尾張西部圏域

保健医療福祉推進会議を終了させていただきます。

お帰りの際は、交通事故には十分注意していただきま

すようお願いします。

 本日はありがとうございました。 


